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はじめまして

平成２０年度～平成２５年度 総務部財政課

平成２６年度～平成２８年度 上下水道部水道課

平成２９年度～平成３０年度
上下水道部水道課兼下水道課

平成３１年度（令和元年度）～
上下水道部総務経営課
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茨城県常陸大宮市

●平成16年10月16日誕生
５町村合併（大宮町，山方町，美和村，

緒川村，御前山村）によって誕生

●茨城県の北西部に位置
面積：３４８.３８k㎡（茨城県２位）
土地：農用地 約１７％

森林原野 約６０％

●人口：41,869人
世帯：17,656世帯

（平成31年3月31日現在）

●公営企業
・上水道事業
・下水道事業（公下・農集）
・戸別浄化槽整備事業
・宅地造成事業

那珂川

久慈川

緒川
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台風１９号被害

人的被害 行方不明者 １名

物的被害
床上浸水 ４７５棟
床下浸水 ８７棟

電 気 市内一部停電

水 道 市内全域断水
（15,795世帯）

下 水 道
農業集落排水処理場
２か所浸水

堤防決壊
久慈川 ４か所
那珂川 ２か所

出所：「茨城新聞」「常陸大宮市災害対策本部」
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台風１９号被害

出所：「茨城新聞」
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地方公営企業法の適用範囲

出所：総務省「地方公営企業法の適用に関するマニュアル」
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新たなロードマップ

出所：総務省「適用推進の概要」
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新ロードマップ対象事業

出所：総務省「適用推進の概要」
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公営企業会計適用の取組状況

出所：総務省「適用推進の概要」
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法適化事務の全体像

出所：総務省「地方公営企業法の適用に関する簡易マニュアル」

移行事務の準備

固定資産台帳の整備

各種システムの整備

移行事務

決算業務
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法適化事務の全体像

出所：総務省「公営企業の経営改革推進に向けた重点施策に関する説明会」資料3-2 地方公営企業法の適用に関するマニュアル（平成31年3月改訂版）について14ページ
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常陸大宮市の法適化

上水道事業

●水道事業
●簡易水道事業

平成２８年４月１日統合

下水道事業

●公共下水道事業
●農業集落排水事業

平成３１年４月１日適用

上水道事業会計（全適） 下水道事業会計（全適）
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常陸大宮市の法適化

上水道事業

すべて直営で法適化

●資産調査・評価
●条例・規程整備
●組織統合
●システム整備
●予算編成
●打切決算 など

下水道事業

一部コンサルで法適

●実施計画策定
●資産調査・評価
●条例・規程整備
●組織統合
●システム整備
●予算編成，打切決算など

一部コンサルで法適化
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常陸大宮市の法適化

上水道事業

Ｈ２１ 統合計画書策定
Ｈ２４ 資産調査・評価
Ｈ２５ 資産調査・評価

料金統一検討
Ｈ２６ 組織体制検討

統合（監視装置）工事
Ｈ２７ システム構築

予算編成
打切決算 など

下水道事業

Ｈ２７ 実施計画書策定
Ｈ２８ 資産調査・評価
Ｈ２９ 資産調査・評価
Ｈ３０ 資産調査・評価

システム構築
条例・規程整備
組織体制検討
予算編成
打切決算 など４年間 ３年間
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工夫した点

１ 知識を持った職員を配置

２ 市の重要事業に位置付け

先進地等から情報収集５

４ 企業職員併任規程

３ 組織の改編
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工夫した点

１ 知識を持った職員を配置
平成２９年度から「水道料金徴収等業務」の民間委託を開始

水道課総務Gの人員を６人→３人

企業会計の経験・ノウハウを持った人員で法適化事務を行う体制に！

水道課と下水道課の会計業務を【併任】
事務分掌にも追加「地方公営企業法適用の推進に関すること。」
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工夫した点

２ 市の重要事業に位置付け

市政の基本方針，重要施策等を審議するとともに，

各部局等間の連絡調整を行い，市行政の計画的かつ

効率的な執行を推進するため，庁議を置く。

庁議

各関係部局との調整（協力体制の整備）
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工夫した点

３ 組織の改編
法適化のタイミングで，
業務の効率化・合理化を図ってしまおう！
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工夫した点

３ 組織の改編

水道事業及び下水道事業の財務システム統合により，担当者の操作向上，会計
間比較の効率化，さらに同一サーバーの使用などで費用の削減が行える。

財務会計システムの統合

水道事業（管路台帳システム）と下水道事業（ＧＩＳシステム）を統合するこ
とにより，費用の削減，利用者の利便性向上が図れる。

上下水道管路システムの統合

上水道の配水管，下水道の排水管の布設替工事において，同時施工することに
より経費の削減及び施工期間の短縮などが行える。

配（排）水管の効率的な布設替

上下水道事業全般で効率的な経営の企画・計画化が可能となり，広域化や人口
減少等を見据えた経営計画を検討できる。

上下水道事業の経営効率化
（1）事務処理等の効率化
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工夫した点

３ 組織の改編

災害や事故発生時上下水道部での相互応援体制の確立ができる。

相互応援体制の確立

ジョブ・ローテーションによる人材育成や内外研修により技術継承ができる。

職員の人材育成

浄水場管理業務と下水道施設管理業務の包括委託で経費の削減が期待できる。

委託業務の包括委託

給水排水設備の申請・受付，受益者負担金・分担金の徴収業務委託化ができる。

委託業務の拡大

（3）緊急時及び災害時の体制強化

（4）人材の育成

（2）委託業務の拡大
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工夫した点

３ 組織の改編

水道課と下水道課の会計部門と施設部門を統合
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工夫した点

４ 企業職員併任規程

会計課との打ち合わせ時，説明資料
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工夫した点

４ 企業職員併任規程

職員の身分取扱に
関する事項

●総務部総務課職員グループ
・人事及び給与に関する事務
・職員の研修に関する事務

・職員の福利厚生に関する事務

契約を結ぶこと
●総務部財政課契約検査グループ
・工事等の入札及び契約に関する事務
・工事の検査に関する事務

出納その他の
会計事務を行うこと

●会計課
・有価証券の出納及び保管に関する事務
・現金の出納及び保管に関する事務
・上下水道料金等の収納に関する事務
●支所に属する職員
・上下水道料金等の収納に関する事務

●●●に属する職員は，その職にある間，辞令を用いることなく,
上下水道事業の企業職員に併任するものとする。
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工夫した点

５ 先進地から情報収集

知識がなければ，知恵も出てこない

参考文献など

●地方公営企業法の適用に関するマニュアル（総務省）
●公営企業実務提要（地方公営企業制度研究会）

●公営企業（月刊）冊子（地方財務協会）

●下水道事業における公営企業会計導入の手引き（日本下水道協会）
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工夫した点

５ 参考文献（必須！！）
●地方公営企業法の適用に

関するマニュアル（総務省）3,000円
第１編 地方公営企業法適用の手引き
第２編 参考資料
第３編 地方公営企業法の適用に関する先行事例集
第４編 質疑応答集

●下水道事業における
公営企業会計導入の手引き（日本下水道協会）
１．地方公営企業法の適用について
２．法適化に関する作業の概要
３．法適化基本方針の検討
４．固定資産調査・評価
５．法適化に伴う事務手続き
６．導入システムの検討
７．アンケート調査（参考資料編）

5,550円
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工夫した点

５ 参考文献（読むべき！）
●公営企業（地方財務協会）
●論説・自由研究・解説
●地方公共団体金融機構（ＪＦＭ）の最近の取組み
●先進事例紹介
●公営企業新時代講座（遠藤誠作）
●金融・経済の動き・ＪＦＭからのお知らせ

●水道事業における地方公営企業会計制度
見直しの手引き（日本下水道協会） 3,810円

839円

第１編 地方公営企業会計制度等の見直しの経緯
第２編 資本制度の見直し
第３編 会計基準の見直し
第４編 健全化指標等への影響への対応
第５編 質疑・応答
第６編 付録
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苦労した点

１ コンサルの支援業務

２ 一般会計補助（繰入）金

３ 打切決算

特例的収入及び支出４
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苦労した点

１ コンサルの支援業務

●資産評価等の委託業務が適正に行われているか

●契約及び仕様書のとおりに履行されているか

●月次報告書を提出させ，進捗管理すること

固定資産台帳（成果品）のチェック
仕 様 書 の 履 行 確 認
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苦労した点

２ 一般会計補助（繰入）金

９月 補助金（繰入金）算定

１０月 財政部局との繰入金協議

１１月 補助金（繰入金）要求

１２月 補助金（繰入金）額決定
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苦労した点

補助（繰入）金協議資料【参考】
33



１月 ２月 ３月１月 ２月 ３月

Ｎ年度

特別会計

４月 ５月 ６月

Ｎ＋１年度

債権・債務の発生

収入・支出

債権・債務の発生

収入・支出

Ｎ年度の
予算執行

苦労した点
３ 打切決算

出納整理期間

Ｎ＋１年度
の予算執行
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１月 ２月 ３月

Ｎ年度

特別会計

４月 ５月 ６月

Ｎ＋１年度

公営企業会計

債権・債務の発生

収入・支出

債権・債務の発生

収入・支出

Ｎ＋１年度
の予算執行

苦労した点
３ 打切決算

■現金収入・支出がないため，前年度の特別会計の予算執行にならない。
■債権・債務の発生は前年度であるため，発生主義となる法適用年度の予算執行にならない。

打
切
決
算
（
出
納
整
理
期
間
な
し
）
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苦労した点
３ 打切決算

３月３１日時点で収支が黒字 であること！

歳入不足（赤字）が発生してしまうと，一時借入金などの
処理が必要で事務が煩雑になる。

赤字回避の方法

委託・工事 繰越をしないように，法適用化前々年度から調整

国庫補助金 国へ早着届（早期着工）を提出し３月で受入

企業債 企業債の借入日を３月に（例年５月を３月に）

支払時期 ３／３１日時点でマイナスにならないように調整

前年度の３月減額補正時に算定するとよい
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苦労した点
３ 打切決算

引継ぎ日

収入・支出額を確定する日
（引継金【実質収支】確定日）
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苦労した点
４ 特例的収入及び支出（４条の２）

債権・債務の整理

開始貸借対照表に計上

新予算に4条の２計上

引継ぎ後，執行

４条の２の補正

特例的収入及び支出の事務流れ

出所：「下水道事業における公営企業会計導入の手引き」
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メリット・デメリット

●デメリットはありません！

経営状況の明確化

経営の弾力化

経営意識の向上

財政措置

消費税の節減

経営成績や財政状態など，自らの経営状況の
より的確な把握ができる

経営の自由度向上による経営の効率化と
サービス向上が図れる

企業会計に精通し経営マインドを持った人材
の育成が地方公共団体全体で期待される

一般会計からの繰入金を特定収入以外の収入と
すること（3条：減価償却費 4条：出資金）

法適化に要する経費に対する財政措置がある
（公営企業会計適用債）
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メリット・デメリット

●担当者目線で・・・

出所：「公営企業」平成２４年３月号
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研修会

開催するなら・・・
市町村職員が参加する研修会を！

●自治体職員から
・一般会計補助（繰入）金の算定方法
・当初予算，打切決算の組み方
・関係部局との調整方法 など

●公認会計士から
・法適用するにあたってのポイント
・法適用の進め方 など

「情報交換」
「個別相談，質問」ができる工夫を！

基本的

実務的
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身に付けたい

数字を読む力

全体を読む力
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身に付けたい

全体を読む力

●事業全体がどういう組織体系か

●事業戦略は・類似団体との差は

●全国・県内での立ち位置は
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身に付けたい

数字を読む力

●数 字（事業規模，部門ごと）

●財務諸表（PL，BS，CFなど）

●事業指標
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人材ネット

出所：総務省「人材ネットについて」
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ありがとうございました

茨城県常陸大宮市
上下水道部総務経営課
総務経営グループ 主査 佐藤真一

ＴＥＬ：0295-52-0427
ＦＡＸ：0295-52-0331
メール：sato.shinichi@city.hitachiomiya.lg.jp
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